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一　事件の概要
［事案］
平成 7 年 7 月 22 日，Y 株式会社が製造・販売した軽乗用自動車から漏出し
たガソリンに，ガスバーナーの種火が引火したことから火災（以下，「本件火災」）
が生じ，本件火災により A が焼死した。同年 9 月 10 日，A の母 X とその内縁
の夫 B は，建物に放火して A を殺害したとの現住建造物等放火及び殺人の被
疑事実で逮捕され，同月 30 日，現住建造物等放火，殺人の被疑事実で起訴され，
同年 10 月 13 日，詐欺未遂の被疑事実で追起訴された。第一審裁判所は，平成
11 年 5 月 18 日，X と B による現住建造物等放火，殺人及び詐欺未遂の各犯罪
事実を認定し，X に対し，無期懲役の判決を言い渡した。X より控訴したが，
平成 16 年 11 月 2 日に控訴棄却の判決が言い渡され，平成 18 年 12 月 11 日に
上告が棄却され，同月 22 日には異議の申立てが棄却されたことから，第一審
裁判所の上記判決が確定した。
平成 21 年 8 月 7 日，X は再審の請求をし，平成 24 年３月 7 日，再審開始の
決定がされた。平成 28 年 8 月 10 日，X に対する無罪判決が言い渡され，検察
官が控訴権を放棄したことにより，同判決は即日確定した。
平成 29 年 1 月 30 日，X は，A から相続した損害賠償請求権と X 固有の損
害賠償請求権に基づいて，Y に対して損害の賠償を求める訴えを提起した。こ
れに対して，Y は，民法第 724 条後段の期間の経過により，X の損害賠償請求
〔判例評釈〕
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権が消滅したと主張した。X は，（i）民法第 724 条後段が消滅時効であり，相
続欠格という法律上の障害のある限り，その消滅時効が進行を開始しない，（ii）
法律上の障害が時効の停止事由であり，除斥期間も停止させる，（iii）本件に
おいて除斥期間を適用することが著しく正義・公平に反すると主張した。
［判旨］請求棄却
民法第 724 条後段の法的性質について
「民法 724 条は，前段で 3年の時効について規定しているところ，更に後段で
20 年の長期の時効を規定していると解することは，不法行為をめぐる法律関
係の速やかな確定を意図する同条の規定の趣旨に沿わないから，同条後段の
20 年の期間は，被害者側の認識のいかんを問わず一定の時の経過によって法
律関係を確定させるため請求権の存続期間を画一的に定めたものと解するのが
相当であり，したがって，不法行為による損害賠償請求権の除斥期間を定めた
ものと解するのが相当である（最高裁平成元年 12 月 21 日第一小法廷判決・民
集 43 巻 12 号 2209 頁参照）。」
民法第 724 条後段の進行開始時期について
民法第 724 条後段の「除斥期間の起算点である「不法行為の時」とは，加害
行為が行われた時に損害が発生する不法行為の場合は，加害行為の時である（最
高裁平成 16 年 4 月 27 日第三小法廷判決・民集 58 巻 4 号 1032 頁参照）。本件
における不法行為は，本件火災前に行われた Y の注意義務違反行為により本
件火災が発生し，本件被害者が死亡して損害が発生したというものであるから，
本件火災の時に損害が発生している。したがって，本件火災が発生した平成 7 
年 7 月 22 日から除斥期間が進行するというべきである。権利の行使について
法律上の障害がある場合には，当該障害がなくなるまで除斥期間は進行しない
との X の主張は，除斥期間の性質に反し採用できない。」
除斥期間の効果の制限の可否について
「（1）加害行為のときから除斥期間が進行する場合であっても，民法第 724
条後段の規定を字義どおりに解し，加害行為の時から 20 年が経過したことの
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みにより，同規定を適用して被害者の損害賠償請求権を消滅させ，加害者がそ
の義務を免れるとすることが，著しく正義・公平の理念に反する場合であって，
時効期間の停止事由の規定の法意など実体法にその根拠が存在する場合には，
同法 724 条後段の効果を制限するのが相当である（最高裁平成 10 年 6 月 12 日
第二小法廷判決・民集 52 巻 4 号 1087 頁，最高裁平成 21 年 4 月 28 日第三小法
廷判決・民集 63 巻 4 号 853 頁参照）。」とし，本件において，その実体法の規
定が民法第 160 条であるとする。そして，「実体法上の根拠が存在するのは，
本訴請求権のうち，X が相続により取得した A に生じた損害の賠償請求権の
みであり，X 固有の損害に関する賠償請求権については，当該根拠は存在しな
い。したがって，X 固有の損害に関する賠償請求権については，民法 724 条後
段の効果を制限すべき実体法上の根拠を欠くというべきである。」。
本判決は，このような前提に立って，X が A から相続した損害賠償請求権
に関して次のように検討する。 
「民法第 724 条後段の規定を適用し，加害行為の時から 20 年が経過したこと
により，被害者の損害賠償請求権を消滅させ，加害者がその義務を免れるとす
ることが，著しく正義・公平の理念に反するか否かについては，上述した除斥
期間の制度趣旨や上記（1）で掲げた最高裁判所の判例の趣旨に照らし，加害
行為が故意によるものであるか否かの悪質性，当該加害行為により生じた被害
の質や被害結果の重大性に加え，権利者が権利行使できなかった理由に関し加
害者の加害行為から生じた結果により権利行使が妨げられた，あるいは加害者
が被害者の権利行使を殊更，すなわち意図的に妨害した等の事情が認められる
かを考慮して判断すべきである。
この点，X は，本件有罪判決による相続欠格事由の存在という法律上の障害
により権利行使できなかった本件においては，X の権利を保護すべき必要性が
高く，権利者が権利行使できなかった理由に関し，上述したような加害者の関
与や寄与を問うまでもなく，除斥期間の適用は著しく正義・公平の理念に反す
るものとするべきである旨主張する。
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しかしながら，被害者の加害者に対する不法行為に基づく損害賠償請求にお
いて，除斥期間の制度趣旨である法的安定性を犠牲にしても，その効果を制限
するべきか否かの判断は，同効果の制限により保護すべき権利者の権利利益と
当該制限により反射的に失われる法的安定性を含めた義務者の利益の調整の上
に立つものであるから，権利者が権利行使できなかった理由に関し，上述した
ような加害者の関与や寄与がないにもかかわらず，除斥期間の適用が著しく正
義・公平の理念に反すると解することはできないというべきである。したがっ
て，X の上記主張は採用できない。」
「本件において，X が本件被害者から相続した損害賠償請求権を行使できな
かったのは，本件有罪判決を受けたことにより法律上の相続欠格事由が存在す
ることになったためであるから，Y の加害行為から生じた結果により権利行使
が妨げられたものではない。」とし，本件において，Y が X の権利行使を意図
的に妨害したとの事情，あるいはそれと同視すべき事情は認められないとする。
以上の検討から，本判決は，「本件火災によっては，本件被害者の人命が奪
われており，同火災が不法行為により生じたものである場合にはその結果は重
大である。他方，X が主張する Y の不法行為は多数の一般消費者が使用する
軽乗用自動車に関する安全性確保義務違反や情報提供義務違反であるものの過
失を内容とするものである。これらに，上記のとおり，Y が X の権利行使を
意図的に妨害したとの事情，あるいはそれと同視すべき事情が認められないこ
とを併せ考慮すると，X が本件被害者から相続した損害賠償請求権について，
除斥期間の経過により権利行使をさせないことが著しく正義・公平の理念に反
するとは未だ認められないというべき」であり，X の Y に対する損害賠償請
求権は，いずれも民法第 724 条後段の期間の経過により消滅したとする。
二　研究
１　問題の所在
民法第 724 条後段は，不法行為に基づく損害賠償請求権に関して，不法行為
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の時を起算点とした 20 年の期間制限を定める。その起算点が本件火災の発生
した平成 7年 7月 22 日であるとすると，本件訴え提起の時点（平成 29 年 1 月
30 日）において，起算点から 20 年の期間が経過している。しかし，同条後段
の期間満了の時点（平成 27 年 7 月 22 日）において，X が，相続欠格により，
権利行使が法的に不可能な状況にあった点は看過できない。X は，本件火災に
よる A の殺人等の容疑で逮捕され，殺人罪の有罪判決が平成 18 年 12 月 22 日
に確定していた。推定相続人が被相続人を故意に殺害することは，相続欠格事
由に該当する（民法第 891 条第 1 号）。相続欠格の効果は，被相続人との関係
で相続資格を失うことであり，相続開始前に死亡した場合と同様に，欠格者が
相続開始のときにもはや存在していないものと取り扱われる 1。X は，殺人等
による無期懲役の有罪判決が確定してから，再審公判にて無罪が確定するまで
の期間，A の相続人としての資格を失っていた。つまり，X は，民法第 724 条
後段の期間の満了の時点（平成 27 年 7 月 22 日）において，相続欠格故に，A
の損害賠償請求権を行使し得ない状況にあり，再審公判にて無罪が確定した時
（平成 28 年 8 月 10 日）まで，その状況が継続していたのである。
権利者による権利行使を不可能とする障害は，法律上権利行使を不可能とす
る法律上の障害と事実上権利行使を不可能とする事実上の障害（例えば，債権
発生の不知）に分けられる。本件で問題となる相続欠格は，推定相続人の相続
資格を失わせ，推定相続人による権利行使を法律上不可能にするものであるか
ら，法律上の障害
4 4 4 4 4 4
にあたる。X は，民法第 724 条後段の期間満了の時点（平成
27 年 7 月 22 日）において，相続欠格という法律上の障害が存在していたこと
に鑑み，右法律上の障害が消滅した時点（無罪が確定した時（平成 28 年 8 月
10 日））から 6 か月間，民法第 724 条後段の期間制限の完成が停止していたと
主張している。
ボワソナードは，時効の停止の趣旨を，「訴えることのできない者に対して
時効は進行しない」という法諺（以下，これを本法諺とよぶ）に求めていた。
本法諺はフランス古法に由来するものであり，フランス民法典制定後の判例に
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おいて用いられ，学説上も承認されている。そこで，まず，フランスにおける
本法諺の展開を一瞥した後に，ボワソナード草案・旧民法証拠編，現行民法に
おける本法諺及び時効停止規定の意義を明らかにし，民法第 724 条後段の解釈
を検討した上で，本判決につき論ずることとする。
２　時効の停止の基本構造
（一）フランス法 2 
（１）本法諺の展開
フランスの時効制度は，2008 年の法律によって大幅に改正された。改正前
の時効法を旧時効法，改正後の時効法を新時効法と呼ぶ。
フランス民法典が成立する前の時代において，時効期間中権利行使できない
状況に置かれた権利者を保護する法理として，本法諺だけでなく，原状回復手
続（in integrum restitutio）が認められていた。後者は，時効によって不利
益を蒙る者に対して事後的救済を認めるものであった。例えば，土地の所有者
が不在の期間中に時効が完成したとしても，所有者は原状回復手続に基づいて
占有者に対して所有物返還の訴えを提起できるとされた。
フランス民法典制定前の学説，特に，ポティエは，本法諺と上記原状回復手
続法理を一元化した。すなわち，権利者が不在のために訴えを提起できない場
合には，本法諺の適用によって，その障害が存続する限り時効が進行しないと
解する。ここに，時効の停止概念の萌芽を見出しうる。
旧時効法において，時効の停止制度が定められた。フランス民法の立法担当
者であるビゴ・プレアムヌーは，時効の停止の趣旨が本法諺であると述べる。
旧時効法における時効の停止には，（ア）時効の進行を開始させないものと，（イ）
いったん進行開始された時効の進行を休止させるものがあった。（ア）は本来，
時効の起算点の問題であるが，旧時効法では，（ア）も（イ）も時効の停止の
問題であるとされていた。時効の停止事由は，①未成年者・成年被後見人，②
夫婦間，③妻の財産，④条件・期限，⑤相続財産であった（フランス民法旧第
2254 条乃至 2258 条）。そして，停止事由は限定列挙であるとされていた（フ
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ランス民法旧第 2251 条）。
しかし，19 世紀のフランス破毀院は，民法典上停止事由にあたらなくとも，
権利者が権利行使不可能であった場合に時効の停止を認めた。すなわち，破毀
院は，時効期間が満了した事案であっても，「法律，約定又は不可抗力から生
じる何らかの障害のために，訴えを提起できない者に対して，時効は進行しな
い。」とした。
19 世紀の学説は，この判例法理が本法諺を基礎としていると分析した。もっ
とも，19 世紀の多数説は，本法諺には裁判官による濫用の危険があるとし，
この判例法理を消極的に評価していた。しかし，少数説（オーブリー＝ロー）は，
この判例法理を積極的に評価する。少数説は，フランス民法の停止事由を限定
列挙とする規定（フランス民法旧第 2251 条）の趣旨が，(α) 民法において停止
事由として明示されていない事実上の障害
4 4 4 4 4 4
について，本法諺に基づく時効の停
止を否定する
4 4 4 4
ことにとどまり，(β) 民法において停止事由として明示されてい
ない法律上の障害
4 4 4 4 4 4
について，本法諺に基づく時効の停止を許容している
4 4 4 4 4 4
とする。
それは，法律は，それ自身が生み出した障害を考慮しない訳にはいかないから
である。
20 世紀以降の学説は，上記判例法理を積極的に評価する。特に，カルボニ
エは，1937 年の論文において，現実社会で消滅時効から恩恵を受ける者が銀行・
保険会社等の会社組織であるとし，本法諺が，会社組織に比して経済的弱者で
ある個人の権利を保護するものであるとする。その後，旧時効法における通説
は，本法諺が衡平（すなわち，実定法規範の厳格性を修正する正義 3）に基づ
くものであると解していた 4。
新時効法は，上記判例法理を時効停止事由として再構成し，「法律，合意，
または不可抗力に起因する障害によって訴えることが不可能な者に対しては，
時効は進行を開始せず，または停止する」と定めた（フランス民法新 2234 条）。
（二）　ボワソナード草案・旧民法証拠編
ボワソナード草案における時効の停止は，フランス法と同じく，（ア）時効
623
－202 （     ）－
の進行を開始させないものと，（イ）いったん進行開始された時効の進行を休
止させるものがあった。（ア）は本来，時効の起算点の問題であるが，フラン
ス法と同じく，（ア）も（イ）も時効の停止の問題であるとされた。
ボワソナードは，フランス法を更に進展させて，時効の停止の基礎が本法諺
であると解する。つまり，権利者による権利行使を不可能とする障害が発生し
た場合，本法諺が適用され，その結果，時効の停止が認められるとする。
ボワソナードは，権利者による権利行使を不可能とする障害として，法律上
の障害と事実上の障害を観念する。そして，事実上の障害に対する本法諺の適
用を制限すべきであるという。それは，事実上の障害というものは，世の中
に無限に存在しており，事実上の障害に対する本法諺の適用を容易に認める
と，本法諺が濫用されるからである。そのため，ボワソナード草案・旧民法は，
事実上の障害に基づく時効の停止を限定列挙とし（ボ草第 1430 条第 2 項，第
1466 条，旧民法証拠編第 93 条第 2 項，第 130 条），特定の場合（交通の断絶
や裁判事務の停止等）に限って事実上の障害に基づく時効の停止を認めている
（ボ草第 1472 条，旧民法証拠編第 136 条）。
もっとも，ボワソナードは，法律上の障害に対する本法諺の適用を制限して
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
いない
4 4 4
。すなわち，明文で時効の停止が定められていなかったとしても，権
利行使の法律上の障害に対して本法諺が適用され，時効の停止が認められる
とする 5。
（三）　わが国の民法
（１）わが国の民法における停止規定の再編 6 
わが国の民法は，ボアソナード草案における停止のうち，（ア）時効の進行
を開始させないものを起算点，（イ）いったん進行開始された時効の進行を休
止させるものを，時効の停止の問題へと振り分けた。そして，（イ）を進行停
止から完成停止へと改めた。
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（２）時効の停止・起算点における法律上の障害の位置づけ
（ア）時効の起算点
まず，条件・期限に基づく時効の停止
4 4
を定めたボワソナード草案第 1471 条・
旧民法証拠編第 125 条は，時効の起算点
4 4 4
に関する民法第 166 条第 1項（草案第
167 条第 1項）に改められた。もっとも，本条の立法担当者である梅謙次郎は，
この変更がボワソナード草案・旧民法から「実際少シモ変ルコトデハアリマセ
ヌ」と述べている。
民法制定後の民法第 166 条第 1項に関する判例・通説は，法律上の障害説で
あったといわれる。この説は，同条第 1項の「権利を行使できる時」を，権利
を行使するについて法律上の障害が無くなった時と解するものである。通説
は，法律上の障害の典型例を履行期の未到来と制限的に解していた 7。もっと
も，判例は，法律上の障害を，非限定的に広く捉えている。すなわち，自動継
続特約（最判平 19・4・24 民集第 61 巻 3 号 1073 頁）や過払金充当合意（最判
平 21・1・22 民集 63 巻 1 号 247 頁）も，法律上の障害にあたるとされている。
（イ）時効の停止
起算点に関する議論の興隆に比して，わが国では，民法制定以来，時効の停
止を適用した判例がほとんどなく，学説上の議論も乏しい 8。そのため，民法
において停止事由として明示されていない法律上の障害によって時効が停止す
るかどうかについての議論もない。
（四）小括：法律上の障害による時効の停止の可能性
本法諺は，実定法規範の厳格性を修正する正義であるところの衡平を基礎と
するものである。ボワソナードは，これを時効の停止の趣旨と捉え，法律上の
障害による停止を広く認める構想を示していた。
現行民法は，（ボワソナード草案・旧民法証拠編における）本法諺に基づく
停止の理念を，時効の起算点
4 4 4
の問題と時効の停止の問題に振り分けて承継して
いる。そして，わが国の判例は，時効の起算点（民法第 166 条第 1項）におい
て，法律上の障害に該当する事由を広く認めている。これは，ボワソナード草
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案・旧民法証拠編の構想（すなわち，法律上の障害による停止を広く認める構
想）を再生するものといえよう。
もっとも，時効の停止
4 4
において，わが国の判例学説は，法律上の障害に基づ
く停止の可能性を明らかにしてこなかった。これについては，いくつかの理由
が考えられる。一つは，ボワソナード草案・旧民法証拠編における時効の停止が，
現行民法において，起算点と停止に振り分けられたことにある。現行民法にお
ける時効の起算点と停止は，いずれも本法諺を趣旨とするものであり，いわば
血を分けた兄弟でありながら，両者が別個のルールと解されたために，民法第
166条第1項に関して発展した判例（すなわち，法律上の障害を広く認める判例）
が，時効の停止において参照し得ないものと位置づけられてしまったのであろ
う。もう一つは，起算点に関する民法第 166 条第 1項では緩やかな解釈の可能
な表現（「権利を行使することができる時」）が用いられているのに対して，時
効の停止において，そのような表現を用いた条文が存在しないことにある。こ
のような事情のため，時効の停止事由があたかも限定列挙のように解釈されて
しまったのであろう。しかし，現行民法は，時効の停止事由を限定列挙として
いたボワソナード草案第1430条第2項，第1466条，旧民法証拠編第93条第2項，
第 130 条を削除している。すなわち，現行民法において停止事由を限定列挙と
解する根拠規定は存在せず，そう解する必然性もない。
したがって，時効の期間満了の時点において，民法において停止事由として
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
明示されていない法律上の障害
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
であっても，それが存在するために権利者が権
利行使不可能であった場合には，その法律上の障害が消滅した時から 6か月の
期間の時効の停止が認められるべきである。
３　除斥期間における時効の停止規定の適用可能性
フランスでは，除斥期間には，中断規定が適用されるものの，停止規定が適
用されないと解されていた。しかし，判例・学説は，除斥期間に対しても本法
諺が適用されるとしていた 9。
2008 年の新時効法は本法諺を基礎とした判例法理を時効停止事由に再構成
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した（フランス民法新 2234 条）。もっとも，いくつかの学説は，フランス民法
新 2234 条が本法諺に取って代わるものではないとし，新時効法の下でも本法
諺が除斥期間に妥当すると解している 10。
わが国の学説には，停止規定の除斥期間への準用を認めるべきであるとする
説 11 や民法第 161 条の類推適用を認めるべきとする説があった 12。
現行民法の時効の停止規定は，ボワソナード草案・旧民法証拠編に由来して
いた。そして，ボワソナード草案・旧民法証拠編は，フランス法と異なり，時
効の停止の趣旨が本法諺であると解していた。本法諺は，時効の存在理由から
導かれるものではなく，実定法規範の厳格性を修正する正義を基礎とするもの
である。それゆえ，本法諺を趣旨とする時効の停止は，除斥期間に対して類推
適用できるといえよう。
４　民法第 724 条後段の期間制限に関する判例の展開
（１）民法第 724 条後段の期間制限の趣旨
法典調査会の段階においては，債権の消滅時効を含めて，消滅時効の時効期
間は，原則，20 年とされていた（原案第 168 条）。法典調査会の民法第 724 条
後段の元となった原案第 732 条ただし書きは，「第百六十八条ノ適用ヲ妨ケス」
として，不法行為による損害賠償請求権については，3 年の消滅時効だけでな
く（原案第 732 条本文），原案第 168 条の 20 年の消滅時効が適用されることを
定めたものであった。その後，原案第 732 条ただし書きは，不法行為の時を起
算点とした 20 年の消滅時効へと改められた 13。
このように，民法第 724 条後段は原則的な消滅時効の適用を確認するものに
すぎなかったが，帝国議会の段階において，債権の消滅時効が 10 年へと短縮
されてしまう 14。その後，民法第 724 条後段の 20 年の期間制限を除斥期間と
解する見解が台頭した 15。
このような学説の展開を受けて，［１］最判平元・12・21 民集 43 巻 12 号
2209 頁は，民法第 724 条後段の 20 年の期間が，被害者側の認識のいかんを問
わず一定の時の経過によって法律関係を確定させるため請求権の存続期間を画
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一的に定めた除斥期間であり，不法行為に基づく損害賠償請求権が除斥期間の
経過により消滅した旨の主張がなくても，右期間の経過により本件請求権が消
滅したものと判断すべきであり，信義則違反・権利濫用の主張が失当であると
した。
（２）判例における民法第 724 条の効果制限法理
［１］は，期間経過と共に完成し効果を発生させるものと解する点で，民法
第 724 条後段を「堅い」除斥期間と解するものであったといえよう。もっとも，
［２］最判平 10･6･12 民集 52 巻 4 号 1087 頁と［３］最判平 21･4･28 民集 63 巻
4 号 853 頁は，時効の停止の法意に照らして，民法第 724 条後段の除斥期間の
完成を否定している。
［２］最判平 10･6･12 民集 52 巻 4 号 1087 頁
昭和 27 年 10 月 20 日に国によって実施された予防接種を受けた後に，重篤
な副反応をひき起こし，重度の後遺障害を有するに至った X 等が，昭和 49 年
12 月 5 日，Y（国）に対して損害賠償を求める訴えを提起し，Y が民法第 724
条後段の期間制限を主張した事案で，民法第 724 条後段の期間制限が除斥期間
であるとしながらも，除斥期間によって被害者が一切の権利行使が許されない
こととなる反面，心身喪失の原因を与えた加害者が 20 年の経過によって損害
賠償義務を免れる結果となることが，著しく正義・公平の理念に反するとし，
少なくとも右のような場合にあっては，当該被害者を保護する必要があること
が，時効の場合と同様であり，その限度で民法第 724 条後段の効果を制限する
ことが条理にもかなうとして，不法行為の被害者が不法行為の時から 20 年を
経過する前 6か月内において右不法行為を原因として心神喪失の常況にあるの
に法定代理人を有しなかった場合において，その後当該被害者が禁治産宣告を
受け，後見人に就職した者がその時から 6か月内に右損害賠償請求権を行使し
たなど特段の事情があるときは，民法第 158 条の法意に照らし，民法第 724 条
後段の効果が生じないとした。
［３］最判平 21･4･28 民集 63 巻 4 号 853 頁
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Y が A を殺害した後，その死体を自宅の床下に隠匿し，殺害行為から 26 年
後に警察に自首したので，A の相続人 X が Y に対して損害賠償を求める訴え
を提起し，Y が民法第 724 条後段を主張した事案で，被害者を殺害した加害者
が，被害者の相続人において被害者の死亡の事実を知り得ない状況を殊更に作
出し，そのために相続人はその事実を知ることができず，相続人が確定しない
まま上記殺害の時から 20 年が経過した場合において，その後相続人が確定し
た時から 6か月内に相続人が上記殺害に係る不法行為に基づく損害賠償請求権
を行使したなど特段の事情があるときは，民法第 160 条の法意に照らし ，同
法第 724 条後段の効果が生じないとした。
［２］の調査官解説は，民法第 724 条後段の適用の効果が否定される場合と
して，（α）除斥期間内に権利行使しなかったことを是認することが［２］の事
案と同程度に著しく正義公平に反する事情があること，（β）時効の停止等その
根拠となるものがあることが必要であるとする 16。（β）を厳格に解すると，時
効の停止の要件に該当する事実の存在が必要なように思われる。しかし，［２］
は，民法第 724 条後段の 20 年経過前 6 か月内に，原告において心神喪失の常
況にあるのに法定代理人を有しなかった事案であり，民法第 158 条の要件に該
当する事実が存在しないものであった 17。
そうすると，［２］においては，（α）の要件の方が重要な意義を有するもの
といえる。［２］は，この点につき，心身喪失の原因を与えた加害者が 20 年の
経過によって損害賠償義務を免れる結果となることが，著しく正義・公平の理
念に反すると説示して，義務者が権利者の権利行使を妨害していることを勘案
している。
時効の停止の趣旨である本法諺は，権利者の権利行使不可能な状況に着目す
るものであり，義務者の関与を必要としない。これに対して，［２］は，（［２］
の表現にしたがえば）正義・公平の理念から，権利行使障害に対する加害者の
関与を要件とすることで，民法第 724 条後段の効果を制限するものであった。
つまり，［２］の民法第 158 条の「法意に照らして」とは，時効の停止の趣旨
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である本法諺と別の法理が適用されたことを示すものであったといえよう。
［３］は，［２］と同じ枠組みと用いるものである 18。もっとも，［３］は，［２］
と異なり，民法第 160 条の要件に該当する事実が存在する事案であり，同条の
類推適用の余地もあり得た 19。それでもなお，［３］は，義務者による権利行
使妨害に着目し，更に，被害者の相続人において被害者の死亡の事実を知り得
ない状況を加害者が殊更に
4 4 4
作出したことを，除斥期間の効果を制限するための
要件としている。［３］は，民法第 724 条後段の除斥期間において，画一的な
解決の要請が強く働くと解し，民法第 724 条後段の適用が否定される場面を限
定すべきであるとするのであろう 20。つまり，［３］は，民法第 724 条後段が，
画一性的解決の要求される「堅い」除斥期間であることを前提としており，そ
れゆえに，時効の停止規定の類推適用が可能な場合であっても，権利者におけ
る権利行使障害を加害者が殊更に作出した場合に限って民法第 724 条後段の効
果が発生しないとするのである。
５　民法第 724 条後段の解釈に対する民法改正の影響
以上のように，［３］は，民法第 724 条後段を画一的な判断が要請される「堅
い」除斥期間とする［１］を前提とするものであったといえよう。しかし，平
成 29 年 5 月 26 日，民法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 44 号）が成
立したことは看過できない。同法は，民法第 724 条後段を民法新第 724 条第 2
号へと改めるものであり，［１］で示された民法第 724 条後段の解釈を大きく
転換させるものである。
民法新第 724 条第 2号は，民法第
4 4 4
724
444
条後段の期間制限が同条前段と同様に
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
時効期間についての規律である
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
ことを明らかにするものである 21。つまり，民
法の一部を改正する法律は，民法第 724 条後段が消滅時効であることを確認す
るものであるといえよう。
また，民法の一部を改正する法律附則第 35 条にも注意が必要である。今回
の民法改正において，債権一般につき 5年の消滅時効が新たに
4 4 4
定められた（民
法新第 166 条第 1項第 1号）。同法律附則第 10 条第 4項は，債権の発生時期を
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基準として，民法新第 166 条第 1項第 1号が適用されるか否かを定める。すな
わち，新たな法律が施行される前に債権が生じている
4 4 4 4 4 4 4 4
場合，その債権に関する
期間は従前の例による（同法律附則第 10 条第 4 項）。しかし，同法律附則第
35 条は，同法律施行の際に，民法第 724 条後段の期間が経過していない
4 4 4
場合は，
不法行為に基づく損害賠償請求権については民法新 724 条第 2号が適用される
4 4 4 4 4
（すなわち，20 年の消滅時効にかかる）としている。民法新第 724 条第 2 号が
新たな消滅時効を創設するものではなく，民法第 724 条後段が消滅時効である
ことを確認にするにすぎないことから，同法律附則第 35 条は同法律附則第 10
条と異なる規律を定めたものと思われる。
このような民法改正の趣旨からすれば，同法律の施行の際に，民法第 724 条
後段の期間が既に経過していた
4 4
場合であっても，本来の意味に立ち返って，同
条後段は消滅時効
4 4 4 4
と解すべきであろう。
もっとも，従前の解釈にしたがって，同条後段の期間制限は除斥期間である
と解する余地もある。しかし，この解釈に立つとしても，民法の一部を改正す
る法律によって，同条後段の除斥期間は，信義則，権利濫用法理や時効に関す
る規定を一切拒絶する「堅い」除斥期間ではなくなったと解すべきであろう。
仮に，同条後段を極めて「堅い」除斥期間と解するならば，民法第 724 条後段
の期間が同法律の施行の際に既に経過していた
4 4
場合と経過していなかった
4 4 4 4 4
場合
で，権利者の権利行使機会の確保という点において，あまりにも極端な差が生
じる。すなわち，同条後段の期間が同法律の施行の際に経過していなかった
4 4 4 4 4
場
合には，信義則や権利濫用法理だけでなく，時効に関する規定が適用され，権
利者に権利行使機会が十分与えられるのに対して，同条後段の期間が既に経過
していた
4 4
場合には，信義則，権利濫用法理や時効に関する規定が一切拒絶され
ることになる。このような権利行使機会に関する極端な差異は，憲法第 14 条
の法の下の平等に反すると解する余地がある。このような違憲性を回避するた
めには，同条後段の期間制限を極めて「堅い」除斥期間とする［１］の解釈は，
今回の民法改正によってその基礎を失ったと考えるべきである。したがって，
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民法の一部を改正する法律の施行の際に，民法第 724 条後段の期間が既に経過
していた
4 4
場合に，同条後段の期間制限を除斥期間と解するとしても，この除斥
期間は「柔らかい」除斥期間であり，少なくとも，時効に関する法理の類推適
用を認めるべきである。
６　本判決の検討
（一）時効説からの検討
本判決は，民法第 724 条後段を除斥期間と解した上で，本件火災が発生した
平成 7 年 7 月 22 日をその起算点とし，権利の行使について法律上の障害があ
る場合には，当該障害がなくなるまで除斥期間は進行しないとの X の主張を
退けた。
本判決は，民法第 724 条後段を除斥期間と捉えるものであり，民法の一部を
改正する法律において，民法第 724 条後段が消滅時効であることが確認されて
いることを看過するものである。
わが国の普通消滅時効は 20 年であり（民法第 167 条第 2項），民法第 724 条
後段の 20 年の時効は，普通消滅時効を確認するものにすぎない。普通消滅時
効の起算点は「権利を行使することができる時」である（民法第 166 条第 1項）。
その起算点の解釈については，法律上の障害説が通説と目されている。すなわ
ち，権利を行使することができる時とは，権利を行使するについて法律上の障
害がなくなった時であるとされている。民法第 724 条後段はその起算点を「不
法行為の時」と定めるものであるが，これは法律上の障害説の観点から把握す
ることができる。権利が発生していない場合，権利者は法的にその権利を行使
できない。それゆえ，権利の不発生は法律上の障害に該当する。もっとも，多
くの場合，不法行為に基づく損害賠償請求権は，不法行為の加害行為時に損害
が発生し，不法行為の成立要件の充足により損害賠償請求権が発生する。つま
り，民法第 724 条後段は，一般的に，不法行為に基づく損害賠償請求権が不法
行為の時に発生し，法律上の障害が除去されるということを定めたに過ぎない。
そうすると，不法行為の時点において，何らかの法律上の障害が存する場合に
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は，民法第 724 条後段の消滅時効は，その障害がなくなるまで進行を開始しな
いと解すべきである。
本件の X は，A の相続につき相続欠格とされていた。相続欠格は，被相続
人の相続開始時において，推定相続人の相続権を失わしめるものである。これ
は，推定相続人による（被相続人の財産に関する）権利行使を法的に禁じるも
のであり，法律上の障害に当たる。相続欠格という法律上の障害は，Y による
不法行為時である平成 27 年 7 月 22 日から，X に対する無罪判決が言い渡され
た平成 28 年 8 月 10 日まで存続している。したがって，本件においては，民法
第 724 条後段の消滅時効の起算点は，法律上の障害が除去された平成 28 年 8
月 10 日であって，X による請求の時点で同条後段の消滅時効は完成していな
いものといえよう。
（二）除斥期間説からの検討
X は，時効の停止が除斥期間に類推適用されることを主張していた。しかし，
本判決はこの点につき触れていない。
現行民法の時効の停止の趣旨は本法諺であり，実定法規範の厳格性を修正す
る正義を基礎とするものである。それゆえ，本法諺を趣旨とする時効の停止は，
時効のみならず，除斥期間にも類推適用し得るはずである。［２］は，民法第
724 条後段への時効の停止規定の類推適用について言及しておらず 22，時効の
停止の類推適用の可能性を残していた。もっとも，［３］は，時効の停止の類
推適用が可能な事案であるにもかかわらず，義務者による権利行使妨害に着目
し，この要件がみたされた場合にのみ，時効の停止の法意に照らして，民法第
724 条後段の効果が発生しないとしていた。これは，［１］における除斥期間
の理解，すなわち，除斥期間においては画一的な解決の要請が強く働くという
理解を前提としている。
本判決は，［３］の影響を強く受けているように思われる。すなわち，本判決は，
民法第 724 条後段の効果を制限する根拠となり得る実体法の規定が必要である
とし，それが本件については民法第 160 条であるとしつつ，民法第 724 条後段
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によって「被害者の損害賠償請求権を消滅させ，加害者がその義務を免れると
することが，著しく正義・公平の理念に反する場合であって，時効期間の停止
事由の規定の法意など実体法にその根拠が存在する場合には，同法 724 条後段
の効果を制限する」余地があるとする。そして，著しく正義・公平の理念に反
するか否かの判断について，除斥期間の制度趣旨や［２］［３］の趣旨に照らし，
次の（A）から（C）の要素を考慮して判断すべきであるとする。その要素とは，
（A）加害行為が故意によるものであるか否かという悪質性，（B）当該加害行
為により生じた被害の質や被害結果の重大性に加え，（C）権利者が権利行使
できなかった理由に関し加害者の加害行為から生じた結果により権利行使が妨
げられた，あるいは加害者が被害者の権利行使を殊更，すなわち意図的に妨害
した等の事情であると述べる。
要素（C）の「殊更」という表現は，［３］に由来するものであろう。また，
要素（A）は，［３］で明確に言及されたものではない。これは，［３］の「殊
更」という表現が，過失不法行為（交通事故など）により死亡した被害者が永
く身元不明として処理された場合などを除く趣旨であるとする判例評釈に影響
を受けたものであろう 23。このように，本判決は，［３］を基礎として民法第
724 条後段の効果を制限するための考慮要素を措定し，本件の事案がそれらに
当てはまらないと断ずる。
しかし，民法の一部を改正する法律において，民法第 724 条後段の期間制限
を極めて「堅い」除斥期間とする［１］はその基礎を失っている。それゆえ，
時効の停止規定の除斥期間への類推適用を制限し，極めて限定的な要素を備え
た場合にのみ除斥期間の効果を制限した［３］もまた，その基礎を失っている
といえよう。つまり，民法第 724 条後段を除斥期間と解するとしても，この除
斥期間は「柔らかい」除斥期間であり，少なくとも，時効の停止規定の類推適
用を認めるべきである。
この点，本件を見るに，X における相続欠格という法律上の障害は，本件火
災の発生した日から 20 年の期間が満了の時点（平成 27 年 7 月 22 日）におい
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て存在しており，Xに対する無罪判決が言い渡された平成28年8月10日になっ
て消滅し，X は平成 29 年 1 月 30 日に Y に対して不法行為に基づく損害賠償
を求める訴えを提起している。
既に述べたように，わが国の民法は，時効の期間満了の時点において，法律
上の障害が存在し，そのために権利者が権利行使不可能であった場合，その法
律上の障害が民法典上停止事由と定められていなかったとしても，その障害が
消滅した時から 6か月の期間の時効の停止を認めている。本件は，除斥期間の
期間満了の時点において，相続欠格という法律上の障害が存在するために権利
行使が不可能であり，かつ，その法律上の障害が消滅した時から 6か月内に X
が訴えを提起した事案であった。したがって，本件においては，民法第 724 条
後段の除斥期間に対して時効の停止が類推適用されて，除斥期間の停止が認め
られると解すべきである 24。
＊本稿は，民事紛争処理研究基金の助成による研究成果の一部である。
提出年月日：2018 年 12 月 18 日
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